別記様式第１号
オンデマンド品種情報提供事業（連携推進・評価試験対応型）計画書
代表機関：　　　
共同機関：　　　
Ⅰ　事業実施期間（３年間）の全体計画
１．事業の最終目標
２．事業の最終的な数値目標
３．事業の実施内容（３年間）
	（１）企画調整業務
①　目的
②　実施内容
（２）実需者等との連携推進
①　目的
②　実施内容
（３）実需者等からの評価
①　目的
②　実施内容


　事業の全体計画（３年間）について、本実施要領１の「事業の目的」及び２の「事業の内容」を踏まえて、簡潔に箇条書きで記載してください。
４　事業の年次計画（３年間）
（単位：千円）　
	項　目
	事業実施機関 
	所要経費
（26年度）
	所要経費
（27年度）
	所要経費
（28年度）

	企画・調整業務
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	実需者等との連携推進
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	加工適性試験の実施
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	地域への適応性試験
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	

	総　合　計
	
	
	

	
	
	
	


（注１）受託者が事業を実施するために必要な事業費を計上してください。なお、次年度以降の所要経費については、社会・経済状況、予算規模等によって変動し得ることもあり、事務局が確約するものではありません。
（注２）消費税は、業務内容毎に内税で計上してください。
（注３）共同実施グループの場合は、各年度の所要経費を代表機関及び共同実施機関毎に記載してください。
Ⅱ　26年度の事業細部計画
１．26年度の取組内容及び目標
１－１　取組内容の概要
	（１）企画調整業務
（２）実需者等との連携推進会議の開催
（３）実需者等からの評価


　取組内容について、本実施要領１の「事業の目的」及び２の「事業の内容」を踏まえて、簡潔に箇条書きで記載してください。
　詳細については、「１－３　各項目毎の具体的な取組内容」に記載してください。
１－２　数値目標等
	（１）企画調整業務
＜数値目標とした取組＞
【数値目標】
＜数値目標とした取組＞
【数値目標】
（２）実需者等との連携推進
＜数値目標とした取組＞
【数値目標】
（３）実需者等からの評価
＜数値目標とした取組＞
【数値目標】


　「１－１　取組内容の概要」に記載した項目について、可能な限り定量的な数値目標を設定してください。
　また、数値目標（定量的な検討件数等）について説明が必要な場合は、その設定理由等について記載した資料を添付してください。
１－３　具体的な取組内容
（注）「１－１　取組内容の概要」及び「１－２　数値目標等」で記載した内容を踏まえて、具体的に記載してください。
（１）企画・調整業務
	項　目
	実施内容

	
	


（注）実施内容について、項目毎に整理して記載してください。
（２）実需者等との連携推進
	


（注）想定される地域、時期、参集範囲、内容等について記載してください。
（３）地域への適応性試験や加工適性試験の実施
	


（注）「地域への適応性試験」及び「加工適性試験」の項目別に想定される作物、地域、実施内容等について、記載してください。
Ⅲ　26年度の事業実施体制
１－１　事業実施機関の構成（単独の機関で実施する場合のみ記載）
	①事業実施機関の構成
	

	機関名（支所等名まで記載）
	主な役割（簡潔に記載）

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　＊必要に応じ適宜欄を追加ください。
	②事業実施機関の関係図
	

	


１－２　共同実施グループの構成（共同実施グループを構成する場合のみ記載）
	①共同実施グループの構成
	

	機関名（支所等名まで記載）
	主な役割（簡潔に記載）

	代表機関
	
	

	共　同
機　関

	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　＊必要に応じ適宜欄を追加ください。
	②共同実施グループの関係図
	

	


Ⅳ　平成26年度所要経費
４－１　事業費の詳細額（総額）
（単位：円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
　１　人件費
　２　謝　金
　３　旅　費
　４　物品費
　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
　５　外注費
　６　その他
    ①　印刷製本費
　　②　借料及び損料
　　③　光熱水料
　　④　燃料費
　　⑤　会議費
　　⑥　賃　金
　　⑦　その他
Ⅱ　一般管理費
Ⅲ　消費税等相当額
総　　　額
	


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（注４）「総額」は「４　事業の年次計画（３年間）」の「所要経費（26年度）」の総合計の額と一致させてください。
４－２　各業務実施機関の事業費の詳細額
実施機関名（共同実施グループを構成する場合は代表機関名）：　
（１）経費内訳（単位
：千円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
　１　人件費
　２　謝　金
　３　旅　費
　４　物品費
　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
　５　外注費
　６　その他
    ①　印刷製本費
　　②　借料及び損料
　　③　光熱水料
　　④　燃料費
　　⑤　会議費
　　⑥　賃　金
　　⑦　その他
Ⅱ　一般管理費
Ⅲ　消費税等相当額
総　　　額
	


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（２）設備備品費の内訳（単位：千円）
	設備備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」のうち「①機械・備品費」欄に計上した設備備品費の内訳を記載してください。
（注２）設備備品費は、計上していない設備備品の購入は、原則、認められません。
（注３）汎用性の高い備品（サーバー及びパソコン等）については、本事業に直接かかるもののみ計上してください。
（注４）100万円以上の高額な備品については、リースを検討してください。なお、１年間のリース料が100万円を超える場合は、「（３）雑役務費の内訳」に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注）「（１）経費内訳」の「６その他」の所要額のうち、１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借等）を計画している場合に記載してください。
（４）試作品の内訳（単位：千円）
	試作品名
（仕様等を併記）
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」又は「６その他」の所要額のうち、試作品を予定する場合は記載してください。
（注２）外国旅費は原則認めていません。
（注３）各所要額は、消費税（８％）込みで記載してください。
（注４）消費税相当額は、消費税課税事業者のみ消費税相当額を計上し、直接経費及び一般管理費のうち非課税取引・不課税取引・免税取引に係る８％に相当する額を計上してください。
　具体的には、「人件費」及び「謝金」の８％に相当する額を計上してください（人件費のうち派遣業者からの派遣研究員に係る経費は課税対象経費のため対象外）。
　また、「人件費」及び「謝金」以外に非課税・不課税・免税取引を予定する場合は、把握できる範囲で計上してください。
　地方公共団体・免税事業者の非課税団体等については計上できません（所要額欄に「－」を記載する）。
４－３　各業務実施機関の事業費の詳細額
共同実施機関名：（共同実施グループを構成する場合のみ記載）
（１）経費内訳（単位
：千円）
	区　　　分
	積算内訳

	Ⅰ　直接経費
　１　人件費
　２　謝　金
　３　旅　費
　４　物品費
　　①　機械・備品費
　　②　消耗品費
　５　外注費
　６　その他
    ①　印刷製本費
　　②　借料及び損料
　　③　光熱水料
　　④　燃料費
　　⑤　会議費
　　⑥　賃　金
　　⑦　その他
Ⅱ　一般管理費
Ⅲ　消費税等相当額
総　　　額
	


（注１）事業実施に必要な経費の見積額を公募要領「11の（３）委託経費の対象となる経費」に従って、記載してください。
（注２）一般管理費の算定は、上記「４　物品費」、「５　外注費」及び「６　その他」の合計額の15％以内で計上してください。
（注３）Ⅲ消費税等相当額は、Ⅰ及びⅡの経費のうち非課税取引、不課税取引及び免税取引に係る経費の８％を計上してください。
（２）設備備品費の内訳（単位：千円）
	設備備品名
(ﾒｰｶｰ名・規格等を併記)
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」のうち「①機械・備品費」欄に計上した設備備品費の内訳を記載してください。
（注２）設備備品費は、計上していない設備備品の購入は、原則、認められません。
（注３）汎用性の高い備品（サーバー及びパソコン等）については、本事業に直接かかるもののみ計上してください。
（注４）100万円以上の高額な備品については、リースを検討してください。なお、１年間のリース料が100万円を超える場合は、「（３）雑役務費の内訳」に記載してください。
（３）雑役務費（１件当たり100万円以上）の内訳（単位：千円）
	件名
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注）「（１）経費内訳」の「６その他」の所要額のうち、１件当たり100万円以上の雑役務（試作品作成・データ分析・賃貸借等）を計画している場合に記載してください。
（４）試作品の内訳（単位：千円）
	試作品名
（仕様等を併記）
	数量
(単位)
	単価
	金　額
	使用目的及び必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	


（注１）「（１）経費内訳」の「４物品費」又は「６その他」の所要額のうち、試作品を予定する場合は記載してください。
（注２）外国旅費は原則認めていません。
（注３）各所要額は、消費税（８％）込みで記載してください。
（注４）消費税相当額は、消費税課税事業者のみ消費税相当額を計上し、直接経費及び一般管理費のうち非課税取引・不課税取引・免税取引に係る８％に相当する額を計上してください。
　具体的には、「人件費」及び「謝金」の８％に相当する額を計上してください（人件費のうち派遣業者からの派遣研究員に係る経費は課税対象経費のため対象外）。
　また、「人件費」及び「謝金」以外に非課税・不課税・免税取引を予定する場合は、把握できる範囲で計上してください。
　地方公共団体・免税事業者の非課税団体等については計上できません（所要額欄に「－」を記載する）。
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